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ロジックモデルシート（平成28年度実績評価）

医療扶助の適正実
施が図られる

身元不明死体の放
置が防止される

生活保護受給世帯か
ら自立した世帯の割
合
（死亡・移管・失踪等を
除く）

【成果指標・実績値・目標値】

【進捗状況】

A

（単位　％）

H31 H36
60.3 30.0 30.0

生活困窮者の自立支

援相談の解決率＊

（単位　％）

H28

＊　27年度から新たに設
定した指標。生活困窮者
自立支援法の施行（27年
４月）に伴い実施する事業
において実績を把握する
ため，当初値は表示して
いない。目標値について
は，類似事業の実績値を
基に設定している。

診療報酬明細書が
適正に過誤調整さ
れる

適正な診療報酬の
支払事務が実施さ
れ，診療報酬の適
正化が図られる

被保護者が，健康
管理や自立支援に
ついて理解する

・身元不明死者の火葬及び埋葬を実施。

小施策
主管課名

生活福祉第一課

ひとり親家庭等，
寡婦・寡夫の生活
の安定が図られる

【事業担当課】 医療助成年金課

【事業費】 22,439千円(平成28年度末現在高）

B

日常生活自立・社会
生活自立・経済的自
立が促進される。③福祉医療資金貸付事業

【進捗状況】 対象者数　1,103人
医療費給付額　59,277,632円

対象者数　497人
貸付額　14,438,637円

福祉医療資金貸付基金の運用により，妊産
婦，乳幼児，小学生，重度心身障害者，中度
身体障害者，ひとり親家庭等等及び寡婦等の
各医療費給付事業の受給者が医療機関の窓
口で支払う一部負担金の支払いが一時的に困
難な場合に貸付を行う。

【事業概要】

医療費の一部負担金に相当する額の給付見
込額を限度として貸付を行う。

【実施内容】
各医療費給付事業
の受給者の生活の
安定が図られる

H28 H31 H36
6.2 6.0 6.0

小施策

【対象】
市民

【意図】

【事業担当課】

【進捗状況】 対象者数　6,574人
医療費給付額　136,177,138円

ひとり親家庭等に対し医療費給付を実施し，適
正医療の確保と保健福祉の増進を図る。

一定の所得以下の寡婦・寡夫について，健康
保険で診療を受けた際に支払った自己負担の
一部（非課税世帯は全額）を給付する。

【実施内容】 一定の所得以下のひとり親家庭等について，
健康保険で診療を受けた際に支払った自己負
担の一部（非課税世帯，３歳未満児は全額）を
給付する。

①ひとり親家庭等医療費給付事業

事業名

【事業概要】

【事業費】

寡婦等に対し医療費給付を実施し，適正医療
の確保と保健福祉の増進を図る。

【実施内容】

142,948千円

寡婦・寡夫に係る
医療費の助成を実
施する

・診療報酬明細書の点検の実施。

点検総枚数　108,096枚
資格審査　　1,592件
内容審査　　517件
その他　　　　485件

⑥診療報酬明細書点検事務

生活困窮者への支援【別紙】

生活困窮者の自立支援

【事業費】 186千円

【事業担当課】 生活福祉第一課・第二課

【実施内容】 ・外来窮民の救護を実施。

旅行，移動途中な
どに所持金を消
費，紛失した困窮
者に，決められた
交通費や食費を支
給する

旅行，移動途中な
どに所持金を消
費，紛失した困窮
者が，一時的に救
護される

急迫的な困窮状態
からの速やかな改
善につながる

行旅の継続が図ら
れる

支給件数　　　102件
支給額　185,590円

身元不明の行旅死
亡人で，引取者の
ない死体が，無縁
仏として供養される

「行旅病人及行旅
死亡人取扱法」に
基づき，市長が埋
葬執行者として死
体を埋葬又は火葬
し，官報等に公示
する

施策コード 6 施策名

C

（単位　　）

H27 H31 H36

小施策コード 6-1 小施策名

【事業費】 8,705千円

【事業担当課】 生活福祉第一課

④外来窮民救護事務

【事業概要】 行旅途中に所持金の消費または紛失により救
護を求めた者に対し，交通費等を支給し救護
を図る。

【事業概要】 医療扶助の適正実施のため診療報酬明細書
の点検を行う。

事業概要等

医療助成年金課

【事業費】 60,013千円

【事業担当課】 医療助成年金課

②寡婦等医療費給付事業

ひとり親家庭等に
係る医療費の助成
を実施する

【実施内容】

ひとり親家庭等の
医療費に係る負担
が軽減される

ひとり親家庭等，
寡婦・寡夫が安心
して医療を受ける
ことができる

寡婦・寡夫の医療
費に係る負担が軽
減される

各医療費給付事業
の受給者に医療費
の貸付をする

各医療費給付事業
の受給者の医療費
支払いの負担が軽
減される

各医療費給付事業
の受給者が，安心
して医療が受ける
ことができる

【事業概要】

【進捗状況】

【実施内容】

【事業担当課】

⑤身元不明死者埋葬事務

【事業概要】 身元不明の行旅死亡人で引取者がない場合
に，市が引き取り，火葬及び埋葬を行う。

生活福祉第一課・第二課

【進捗状況】

【事業費】 0千円

0件
0円

【進捗状況】

死亡身元不明者の
死体処理等が適時
適切に行われる

被保護者の健康管
理と自立支援への
意識向上に結びつ
く

「生活保護法」及び
「中国残留邦人等
支援法」に基づく被
保護者に係る診療
報酬明細書の点検
を実施する

被保護者へ健康管
理や自立支援に関
する助言・指導を
行う

活動 結果 目指す成果・・・・・ ・・・・・

Ｈ28年７月作成



2/3

小施策
事業名

事業概要等
活動 結果 目指す成果・・・・・ ・・・・・

60.3 30.0

経済的自立が促進
される

子どもの経済的自
立助長が図られる

社会的包摂の実現
と総体的自立が増
加する

【対象】
市民

【意図】
日常生活自立・社会
生活自立・経済的自
立が促進される。

【成果指標・実績値・目標値】

A
生活保護受給世帯か
ら自立した世帯の割
合
（死亡・移管・失踪等を
除く）

（単位　％）

H28 H31 H36
6.2 6.0 6.0

B

生活困窮者の自立支

援相談の解決率＊

単身死亡被保護者
の住居が適切に引
き払われる

H28 H31

生活保護法に基づく保護施設，指定医療機
関，指定介護機関の指定，個別指導を実施
し，被保護者が利用しやすい施設の確保や適
正な施設運営により，生活保護の適正実施を
図る。

【事業概要】

被保護者の生存権
が保障され，被保
護者の最低限度の
生活が維持される

保護から脱却し，
自立する世帯が表
出する

「生活保護法」に基
づき，最低限度の
生活を維持するこ
とができなくなった
市民又は市内に居
住する者で，保護
の基準に合致する
世帯に対し，法で
定められた範囲内
の必要な扶助を実
施する

【事業担当課】 生活福祉第一課・第二課

【実施内容】 ・生活保護費の支出。
・中国残留邦人等支援給付費の支出。

生活福祉第一課

【事業費】

【事業担当課】

児童・生徒への励
ましや入学時にお
ける保護者等の経
費負担の軽減が図
られる

民間事業者等が被
る損害等を防ぎ，
迅速な対応が図ら
れる

保護及び困窮世帯
の中学生に対し，
委託により学習の
場を提供するととも
に，関係機関との
連絡調整等を市が
実施する

【就労支援プログラム対象者】：経
済的な自立や日常生活・社会生活
上の自立に向けた支援を必要とす
る被保護者

ハローワークと連
携した生活保護受
給者等就労自立促
進事業プログラム
を実施する

被保護者が就労支
援を受ける

保護及び困窮世
帯の多くの中学
生・高校生の進
路決定や就学費
用のねん出がな
される

保護及び困窮世
帯の多くの中学
生の学習意欲や
学力の向上がな
される

保護及び困窮世帯
の中高生が今後の
進路や就学費用に
ついて助言や支援
を受ける

生活福祉第一課

貧困の連鎖の防止
の一助となる

就労等による自立
が促進され，生活
困窮からの脱却が
図られる

「盛岡市くらしの相
談支援室」が生活
困窮者に対し，就
労の支援その他の
自立に関する問題
解決のための相談
対応や適切な関係
機関へのつなぎを
行う

「生活保護法」で対
応することができな
い被保護世帯への
支援事業として，
小・中学生入学祝
を支給する

「生活保護法」で対
応することができな
い被保護世帯への
支援事業として，単
身死亡被保護者に
対する住宅引払い
経費を支給する

24,809千円

生活福祉第一課・第二課

H36

保護及び困窮世帯
の中学生が提供さ
れた学習の場で勉
強する

就労意欲の増大
や規則正しい日
常生活や社会生
活が確立される

就労者が増加す
る

市就労支援相談員
の支援による稼働
能力活用プログラ
ムを実施する

市就労支援相談員
の支援による職場
体験等事業を実施
する

30.0

C

（単位　　）

H27 H31

（単位　％）

H36

「生活困窮者自立
支援法」に基づき，
生活保護に至る前
の段階の生活困窮
者に対し，相談支
援を実施するた
め，自立相談支援
機関―「盛岡市くら
しの相談支援室」
を委託により運営
するとともに，委託
先が作成した自立
支援計画の決定・
確認を市が実施す
る

⑪学習支援事業

【事業概要】 生活保護及び生活困窮世帯の中・高校生就
学意欲及び学力向上並びに養育環境改善を
図り，貧困の連鎖を断ち切り，子どもの健全育
成を支援する。

【就学・学習支援事業対象者】：
「生活困窮者自立支援法」に基づ
き，
・被保護及び生活困窮世帯の中学
生・高校生及びその保護者

市就学支援相談員
が，家庭訪問等に
よる進路，就学費
用の相談支援を実
施する

子どもの健全育成
と貧困の連鎖の防
止が図られる

【事業費】 11,115千円

【事業担当課】 生活福祉第一課

【実施内容】 ・就学支援相談員による就学及び養育環境改
善等への支援を実施。
・該当中学生に対し学習会の実施。

【進捗状況】 就学支援　　中学生　108人
　　　　　　　　高校生　118人
学びの広場　　　　　　561人（延べ）

⑫自立相談支援事業

【事業概要】 生活困窮者自立支援法に基づく当該事業の
実施により，生活保護に至る前の段階の生活
困窮者に対し，第２のセーフティネットとして包
括的な支援を行う。

【実施内容】 ・保護施設の設置認可，指導監査の実施。
・診察や入院等を担当する医療機関の指定，
指導監査を実施。
・介護サービスを担当する介護機関の指定，指
導監査を実施。

個別指導を１回実施

【事業費】

【進捗状況】

29,992千円

【事業担当課】

【実施内容】 就労支援プログラムによる，就労自立促進事
業，就労支援事業及び就労意欲喚起（職場体
験等）事業の実施。

【進捗状況】 生活保護受給者等就労自立促進事業　79人
稼働能力活用事業　　　　　　　　　　　　238人
職場体験等事業　　　　　　　　　　　　　　90人

【進捗状況】

42千円

【事業担当課】 生活福祉第一課

＊　27年度から新たに設
定した指標。生活困窮者
自立支援法の施行（27年
４月）に伴い実施する事業
において実績を把握する
ため，当初値は表示して
いない。目標値について
は，類似事業の実績値を
基に設定している。

住居管理者等が適
切に住居を管理で
きる

【実施内容】 ・自立相談支援機関による相談支援の実施。

【進捗状況】 相談件数　9,278件
うち新規相談　706件

【事業費】

⑦指定医療機関等指導監査事業

「生活保護法」に基
づく，保護施設の
設置認可，指導監
査を実施する

被保護世帯が利用
しやすい施設数が
確保されるととも
に，指導により適
正な施設運営が図
られ，必要なサー
ビスが供給される

「生活保護法」に基
づく，医療機関の
指定，個別指導を
実施する

⑩生活保護受給者就労支援事業

【事業概要】 就労支援相談員を配置し，公共職業安定所や
企業・団体等との連携の下，被保護者の早期
自立に向けた組織的な就労支援を行う。

【実施内容】 ・法外援護費（入学祝金・住居引払費）の支
出。

【進捗状況】 入学祝い金　　67件
引き払い　　　　０件

世帯数　　3,731世帯
人員　　　4,824人

⑨法外援護事務

【事業概要】 生活保護受給世帯の小・中学校入学祝金及
び被保護者が身寄り等なく死亡した場合の住
居引払い費用の支払いを行う。

【事業費】 335千円

【事業担当課】

「生活保護法」に基
づく，介護機関の
指定，個別指導を
実施する

⑧生活保護事業

【事業概要】 生活保護法等に基づき，生活に困窮している
者に対し，必要な保護を行い，最低限度の生
活を保障するとともに，その自立を助長する。

【事業費】 7,383,265千円
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小施策
事業名

事業概要等
活動 結果 目指す成果・・・・・ ・・・・・

住居確保給付金を
受給した生活困窮
者が，就労活動に
専念出来るように
なる

【事業担当課】 生活福祉第一課

【実施内容】 ・住居確保給付金の支給。

【対象】

【意図】

【事業費】 3,059千円

市民

【進捗状況】

【進捗状況】

【事業概要】

【事業費】

生活困窮者の自立支

援相談の解決率＊

6.2 6.0

30.0 30.0

C

日常生活自立・社会
生活自立・経済的自
立が促進される。

【成果指標・実績値・目標値】

A
生活保護受給世帯か
ら自立した世帯の割
合
（死亡・移管・失踪等を
除く）

（単位　％）

H28 H31 H36

【進捗状況】

（単位　　）

H27 H31 H36

【事業概要】

【事業費】

【実施内容】

【事業概要】

【事業費】

【事業担当課】

【実施内容】

【進捗状況】

【事業費】

【事業担当課】

【実施内容】

【進捗状況】

【事業概要】

【進捗状況】

【事業概要】

【事業費】

【事業担当課】

支給決定者　24人（支給月数　96月）

【事業担当課】

【実施内容】

＊　27年度から新たに設
定した指標。生活困窮者
自立支援法の施行（27年
４月）に伴い実施する事業
において実績を把握する
ため，当初値は表示して
いない。目標値について
は，類似事業の実績値を
基に設定している。

「生活困窮者自立
支援法」に基づき，
離職等により住宅
を失った又はその
おそれの高い生活
困窮者等で，就労
意欲及び就労能力
がある者で，所得，
資産，年齢など一
定条件を満たす者
に対し，家賃相当
額の住居確保給付
金を定められた期
間支給する

⑬住居確保給付金支給事業

【事業概要】 生活困窮者自立支援法に基づき，離職等によ
り住宅を失ったまたはそのおそれの高い，所得
が一定基準以下の生活困窮者に対し，有期で
家賃相当額の住居確保給付金を支給する。

【事業担当課】

【実施内容】

6.0

B

（単位　％）

H28 H31 H36
60.3
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